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タワマン節税の予想される改正 

 

東京をはじめとする都心部のマンション価格が高騰し続けています。先日も東京２３区

内の平均価格が１億円に迫っているという報道がありました。純粋な居住目的以外に、富裕

層のセカンドハウスや、海外投資家の投資先としての需要もあるのだそうです。 

国税庁がサンプルとして挙げている例では、都内の築９年４３階建てマンションの２３

階で、専有面積 67.17 ㎡の物件の市場価格が１億１,９００万円であるのに対して、相続税

評価は３,７２０万円にとどまり、実に市場価格の３分の１以下となっています。 

当局がわざわざサンプルを挙げて訴えるのは、現行の評価方法では、相続財産の適正な評

価ができないということにほかなりません。相続税収が見込めないばかりか、富裕層とそれ

以外の不均衡を広げてしまうという悪影響も及ぼします。 

とりわけ都内の一等地に立つタワーマンションは、相続税評価と市場価格の開きが大き

く、これを所有することによって相続税の節税をねらう「タワマン節税」は問題視されてお

り、近々この評価方法が変更されるのではないかと言われています。 

 

 

タワマン節税に対する対応は、小ぶりな改正や最高裁判決などが五月雨式に続いている

ため、整理しにくくなっています。そこで、これまでの改正や対応を追ってみることから始

めます。 

 

２０１７年税制改正 

 タワマン節税の問題点は、建物評価の基礎となる固定資産税評価と、売買価格との開きが

大きいということでした。特に上層階ほど市場価格の高いタワーマンションで、上層階と下

層階の差異がついていないのは不合理なことでした。 

 そこで固定資産税評価の上層階、下層階でメリハリを付ける税制改正が２０１７年に行

われています。ただし、この改正によって市場価格と相続税評価額との差額は大きく是正さ

れることはなく、抜本的な問題解決は先送りされたかたちでした。 

 

２０２２年最高裁での納税者敗訴 

 当コラムでもお伝えしましたが、マンション節税で相続税をゼロにした事案で、昨年最高

裁は、納税者敗訴の判決を下しました。 

 被相続人となる９０歳男性が、孫と養子縁組したうえ、マンションを２棟、約１４億円で

購入し、９４歳で亡くなりました。相続税ゼロでマンションを相続した孫は、相続開始後９

カ月後にこのマンションを売却したという事案です。 

 きわめて高齢で収益物件を購入したこと、その時期が孫養子の縁組をした時期と重なる

■ これまでの改正の流れ 
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こと、そしてマンションを相続した直後に、この孫が売却していることといった一連の事実

から、２億円を超える追徴課税を課した課税庁の判断を、最高裁は支持しました。 

 われわれ税理士が特に注目したのは、課税庁の定めたルール通りの評価をしていても、そ

れが「著しく不適当と認められる」場合には、課税庁の判断で別の評価を行ってよいという

伝家の宝刀「通達６項」が使われたこと、最高裁がその行政手続きを「妥当」として認めた

ことでした。 

 納税者のやりすぎがあったとはいえ、課税庁に評価のフリーハンドを与える通達に、最高

裁のお墨付きを与えることになったのは禍根を残す事案でした。そして課税庁のフリーハ

ンドによるのではない、全く新しい評価方法が採用される日も、近いのではないかと感じさ

せる判決でした。 

 

 

２０２３年度税制改正大綱では、マンション節税について「市場価格との乖離と実態を

踏まえ適正化を検討する」と記載されており、今年１月には国税庁から、有識者の意見

を参考にしながら通達改正を検討していくというアナウンスがされています。 

そこで２０２４年度税制改正（今年１２月に公表される改正大綱）に、通達改正の方

向性が記載されるのではないかと予想されます。 

改正の中身は明らかではありませんが、マンションの階数、所在地、築年数、駐車場

の要素などを基に補正率を算出し、これを相続税評価額に掛け合わせる方法なのではな

いかという見方もあります。（天野隆他著『生前贈与そのやり方では損をする』参照） 

 

さて、かりに年末に改正が発表されるとして、最も早く新しい評価方法が採用されるのは、

来年（２０２４年）４月からではないかと考えられます。あるいは２０２５年４月かもしれ

ません。改正の具体的な日程は明らかではありませんが、少なくとも今までの感覚で、「タ

ワマン節税」を使った相続税対策を考えるのは、危険だと考えた方がよいと思います。 

 

また、いま現にタワーマンションを所有しており、これを有効活用する見込みがない場合

には、税制が改正されてしまう前に、つまり低い価額で評価できるうちに子や孫に贈与して

しまうという判断も成り立つと思います。 

かりに改正前の「駆け込み贈与」で大きく評価を落とせるならば、相続時精算課税制度を

採用して、その後は１１０万円以下の贈与税非課税が保証される特典（生前贈与 7年分加算

なし）を利用するという選択肢も見えてくると思います。 

ただし、そのマンションが居住している物件であれば、居住用の小規模宅地特例などで大

きく評価を下げることができるので、生前贈与してしまう前に、慎重な判断を要することは

言うまでもありません。いずれにしても、現時点での拙速な行動は得にはならないと考えま

す。                            （所長 瀬戸 英晴） 

■ 今後の改正の見込み 


